
Ⅱ　佐賀県の男女共同参画の状況

１　人口と世帯

（１）佐賀県の人口

人口の推移と性比

資料：総務省「国勢調査」

平成23～26年、平成28～令和元、令和3～5年は「佐賀県推計人口」
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資料：総務省「国勢調査」　※不詳補完値による。 （なお、四捨五入をしているため、合計の数字と異なります）

資料：国立社会保障・人口問題研究所｢都道府県別将来推計人口」（平成30年(2018年)3月推計）
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　佐賀県の令和5年10月1日現在の人口は794,385人で、平成25年からの10年間に5.39％
減少しました。男女別にみると女性が417,229人、男性が377,156人であり、女性は男性
に比べて40,073人多く、総人口の52.5％を占めています。

図表１－１　佐賀県男女別人口の推移(佐賀県）
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図表１－２　５歳階級別男女別人口(佐賀県）

図表１－２－１　2020年 図表１－２－２　2045年推計
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（２）世帯の状況

①一般世帯数

資料：総務省「国勢調査」

②世帯の家族類型

　 資料：総務省「国勢調査」

　世帯の家族類型をみると、平成27年からの5年間で三世代世帯の割合は2.9ポイント減
少し、単独世帯は3.4ポイント増加しています。全国と比較すると、三世代世帯は4.9ポ
イント高く単独世帯は7.7ポイント低くなっています。

図表１－３　世帯数（一般世帯数）、１世帯当たり人員の推移（佐賀県・全国）

注）平成２年及び７年の「三世代世帯」は、｢夫婦、子どもと両親から成る世帯」、｢夫婦、子どもと片親
から成る世帯」および｢夫婦、子どもと親と他の親族から成る世帯」の合計とした。

図表１－４　一般世帯の家族類型別割合（佐賀県・全国）

　佐賀県の令和2年10月1日現在の一般世帯数は311,173世帯で、平成27年からの5年間に
10,164世帯（3.4％）増加しました。
　１世帯当たりの人員は2.51人で、年々減少しているものの、全国(2.21人)と比較する
と0.3人多くなっています。
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①出生の動向

図表１－５　出生数･合計特殊出生率の推移（佐賀県･全国）

資料：厚生労働省「人口動態調査」

②婚姻の動向

図表１－６　婚姻件数・婚姻率の推移（佐賀県･全国）

資料：厚生労働省「人口動態調査」

　令和４年の佐賀県の婚姻件数は、2,951組で、前年より41組減少しました。婚姻率(人口
千人対)は3.7で、全国平均の4.1を下回っています。

　令和４年の佐賀県の出生数は5,552人（女性2,825人、男性2,727人）で、出生率は7.0
 （人口千人対）となっています。合計特殊出生率は1.53で、全国の1.26を上回っています。
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２　データで見る「佐賀県の男女共同参画」

（基本方向１）男女共同参画推進の基盤づくり

重点目標（１）男女共同参画について男女双方の意識の形成

① 県民意識調査

資料：佐賀県｢男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」

図表１－１　「夫は仕事、妻は家庭」（佐賀県・全国）

                      資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査｣（平成9～28年、令和元年）

　佐賀県では、「夫は仕事、妻は家庭」という性別役割分担に賛成する人（賛成、どちらかといえ
ば賛成）が依然として、男性も女性も一定の割合で存在しています。
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重点目標（２）幼少期からの男女共同参画について男女双方の意識の形成

①大学・短期大学への進学率の状況

資料：文部科学省｢学校基本調査報告書」（各年度5月1日現在）

資料：文部科学省｢学校基本調査報告書」（各年度5月1日現在）

図表１－３　大学・短期大学への進学率の推移（佐賀県）
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令和４年度の佐賀県の女子の大学等進学率は51.5％で、男子の42.3％を上回っていますが、大学
（学部）への進学率は男女とも41.5％となっています。

図表１－２　大学・短期大学への進学率の推移（佐賀県）
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②新規学卒者の就職状況

　資料：文部科学省「学校基本調査報告書」（各年度5月1日現在）

③高等学校学科別生徒数

資料：文部科学省「令和4年学校基本調査報告書」（5月1日現在）

図表１－５　高等学校学科別生徒数（佐賀県）

図表１－４　新規学卒者の就職率の推移（佐賀県）

令和４年度の高等学校学科別生徒数の男女比は、普通科ではほぼ等しく、工業科では男子、家庭・看護・福
祉では女子の割合が高くなっています。

令和４年度の佐賀県の新規学卒者の就職率は、大学卒業女子74.3％、短大卒業女子87.9％、大学卒
業男子57.5％、短大卒業男子84.0％となっています。大学卒業の男女の就職率は、平成9年度以降、一
貫して女子の方が高くなっています。
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福 祉 に 関 する 学科 66 48 72.7 18 27.3 75.7 24.3

そ の 他 の 学 科 462 218 47.2 244 52.8 54.8 45.2

総 合 学 科 1,137 657 57.8 480 42.2 56.3 43.7

計 21,907 10,420 47.6 11,487 52.4 49.2 50.8

区分

県 全国割合（％）

女 男
女 男
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（基本方向２）安心・安全に暮らすことができる社会づくり

重点目標（３）男女間のあらゆる暴力の根絶

①佐賀県配偶者暴力相談支援センター及び市町への相談状況

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

 図表２－１　佐賀県配偶者暴力相談支援センター及び市町におけるDV相談件数の推移

県配偶者暴力相談支援センター（婦人相談所及び男女共同参画センター）におけるＤＶ相談件数
（デートＤＶを除く。内閣府男女共同参画局「配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等調
査」)及び市町におけるＤＶ相談件数は下記グラフのとおりで、県配偶者暴力相談支援センターへの相
談件数は減少傾向にありますが、市町への相談件数は増加傾向にあります。

　また、デートＤＶ相談件数の推移については、下記グラフのとおり、令和4年度は14件となっています。

図表２－２　佐賀県配偶者暴力相談支援センターにおけるデートＤＶ相談件数の推移
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図表２－３　配偶者暴力相談支援センターへの相談状況（全国）

資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者からの暴力が関係する相談件数等の結果について」をもとに作成
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②婦人相談所の相談主訴別状況

資料：佐賀県婦人相談所調べ

③アバンセ女性総合相談の相談主訴別状況

※（　　）は内数 資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

令和４年度に佐賀県婦人相談所で受理した相談件数は480件で､そのうちDVに関する相談は、「夫等の暴力」
が85件で全体の17.7％、「交際相手の暴力」が2件で全体の0.4％を占めています。

図表２－４　婦人相談の相談者主訴別調（佐賀県）

令和４年度にアバンセ女性総合相談で受理した相談件数は5,407件で､そのうちDVに関する相談は638
件、デートＤＶ被害に関する相談は12件です。

図表２－５　女性総合相談の相談者主訴別調（佐賀県）
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④一時保護の状況

資料：佐賀県婦人相談所調べ　

（単位：件）

注）前年度未処理人員を含む。 資料：佐賀県婦人相談所調べ

     ※一時保護件数（Ａ）欄の各年度（　）書きは、前年度に一時保護となったものの当該年度中に退所に至らず、
        翌年度も引き続き一時保護を行った件数で、（Ａ）の内数。

　令和４年度に佐賀県婦人相談所で受け付けた一時保護入所者は20人となっています。

図表２－６　一時保護入所者処理件数の推移（佐賀県）

　また､一時保護入所の理由について見ると、「夫等の暴力」が最も多く10件、次いで「親の暴力」が5件
などとなっています。

図表２－７　一時保護入所理由(佐賀県）
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⑤市町の相談窓口の状況

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

⑥ストーカー行為の状況

資料：佐賀県警察本部調べ

図表２－８　市町における女性総合相談窓口の設置状況

　令和４年の佐賀県におけるストーカー事案認知件数は344件となっており、前年に比べ７件増加し
ています。

図表２－９　ストーカー事案認知件数の推移（佐賀県）

　　令和５年度に県内のすべての市町に女性総合相談窓口が設置されました。
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重点目標（４）生涯を通じた男女の健康支援

 ①死因別死亡数

※死因は「死因順位に用いる分類項目」による。 資料：厚生労働省「人口動態調査」

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

　令和４年の佐賀県の子宮がん（子宮頸がん）検診受診率は45.3％、乳がん検診受診率は
50.0％となり、全国の検診受診率を上回りました。

図表２－１１　　子宮がん（子宮頸がん）、乳がん検診受診率（佐賀県・全国）

図表２－１０　　男女別にみた死因別死亡数（佐賀県）（令和４年）
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　令和４年の佐賀県女性の死亡原因をみると、「悪性新生物＜腫瘍＞」が20.6％と最も多く、
次いで｢心疾患(高血圧性を除く)｣15.9％、「老衰」14.9％の順となっています。
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 ②健診の実施状況

資料：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」

資料：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」

　令和３年度に特定健康診査を受診した方は、男性が98,081人、女性が87,122人となっていま
す。そのうち、特定保健指導の対象となった方は、男性が23,706人、女性が7,926人となってい
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図表２－１３ 特定保健指導の実施状況（佐賀県）

特定保健指導対象者数 特定保健指導終了者数

6,889 
7,517 7,669 7,816 7,926 

2,112 2,529 2,519 2,267 2,508 

0

2000

4000

6000

8000

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度

人
数

特定保健指導対象者数 特定保健指導終了者数（女性）

91,858 
95,259 

97,584 
95,630 

98,081 

82,391 
85,703 

87,348 
84,661 

87,122 

70000

75000

80000

85000

90000

95000

100000

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度

特
定
健
康
診
査
受
診
者
数

図表２－１２ 特定健康診査の実施状況（佐賀県・性別）
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③健康に関する相談状況

注）県内保健福祉事務所及び妊娠SOSさがで受け付けたレディース健康相談件数（不妊・不育症を除く）

資料　佐賀県こども家庭課調べ

※不妊・不育専門相談センター、県内保健福祉事務所、妊娠SOSさが受付分

資料　佐賀県こども家庭課調べ

　レディース健康相談（不妊・不育症の相談を除く）では、「妊娠・避妊」に関する相談が最も多く、
令和４年度は35件の相談がありました。

図表２－１５　不妊・不育症の相談実施状況（佐賀県）

図表２－１４　　レディース健康相談実施状況（不妊・不育症の相談を除く）

　令和４年度は、不妊の相談が1,024件、不育症の相談が110件ありました。
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④人口妊娠中絶の状況

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」

 ⑤自殺者の状況

資料：佐賀県警察本部調べ

　令和３年の人工妊娠中絶の年代別割合をみると、30代（30～39歳）が多く、全体の43.1％となっ
て　います。

図表２－１７　　自殺者の推移（佐賀県）

図表２－１６　　人工妊娠中絶件数の推移（佐賀県）

　令和４年の自殺者を男女別にみると、女性32人（22.2％)、男性112人（77.8％)、となっています。
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①高齢者の状況

佐賀県における高齢者人口の推移については、いずれの年齢層でも女性の人数が多くなっており、
　年齢層が高くなるにつれて、女性の割合は一層高くなっています。

資料：佐賀県推計人口（令和4年10月1日）

高齢者の単身世帯数については、男女共に年々増加しています。

資料：総務省「国勢調査」

重点目標（５）生活に困難を抱えたあらゆる人が安心して暮らせる支援と多様性を尊重
　　　　　　　　 する環境の整備

図表２－１８　高齢者の男女別人口と女性の割合（佐賀県）

図表２－１９　男女別高齢単独世帯数の推移（佐賀県）
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②ひとり親世帯の状況

資料：総務省「国勢調査」

図表２－２１　母子・父子家庭年間収入（佐賀県）

資料：佐賀県こども家庭課「ひとり親家庭等実態調査（令和元年）」

1.5 0.20.2

0.1

27年 301,009 6,039

　母子家庭の年間収入は、300万円未満の方が69％を占めている一方、父子家庭の年間収入は、300
万円未満の方が42.7％となっています。
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　令和２年の「ひとり親世帯」は5,525世帯で､一般世帯に占める割合は1.8％となってお
り、平成27年より低下しています。
　また、ひとり親世帯のうち母子世帯は5,034世帯でひとり親世帯の91.1％を占めています。

(世帯) (％)

図表２－２０　母子世帯数及び父子世帯数の推移(佐賀県・全国）
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③外国人の状況

図表２－２２　外国人人口の推移(佐賀県）

   資料：総務省「国勢調査」

　佐賀県に住む外国人人口は年々増加しており、令和2年10月1日現在で5,940人で、女性は3,474（58.5％）、
男性2,466人（41.5％）となっています。
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重点目標（６）防災・復興における男女共同参画

①地方防災会議への女性参画の状況

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

図表２－２３　地方防災会議の委員に占める女性の割合の推移（佐賀県・全国）

　佐賀県の地方防災会議における女性委員の割合は、令和4年が26.1％で全国より高い割合となっています。
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（基本方向３）女性が活躍し、男女がともに参画する社会づくり

重点目標（７）女性の活躍推進と男性の意識改革・行動変革

①有業率等の状況

資料：総務省｢令和4年就業構造基本調査」

＊管理的職業従事者（会社役員、管理的公務員等）
資料：総務省「就業構造基本調査」

有業率を年齢階級別にみると、男性は25歳から59歳までのすべての年齢階層で大きな変化は見
られません。女性は「35～39歳」で81.7％と前後の年齢階層（「30～34歳」、「40～44歳」）よ
り若干低くなっています。前回調査（平成29年）から女性の「30～34歳」の有業率が4.7ポイン
ト上昇した一方、「35～39歳」の有業率が0.7ポイントの上昇にとどまり、Ｍ字型の谷は深く
なっています。女性の就業希望率をみると、「35～39歳」で最も高くなっており、就業希望率を
有業率に加えた潜在的有業率では、男性の有業率に近づいています。

図表３－１　年齢階級別有業率（佐賀県）

図表３－２　管理的職業従事者に占める女性の割合（佐賀県・全国）
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（令和5年3月31日現在）

資料：厚生労働省「女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況」

②男女の職業別就業の状況　

注）　不詳補完値による。   資料：総務省「国勢調査」
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図表３－４　職業別就業者割合の推移（佐賀県）

　職業別就業の状況では、女性の「事務従事者」の割合が高いのに対し、男性は、「生産
工程従事者」の割合が高くなっています。

0 258 258 100.0%

図表３－３　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定状況（佐賀県）
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③男女の賃金格差の状況

注） *事業所規模30人以上

*調査対象事業所は、概ね2～3年ごとに抽出替え（事業所の入れ替え）を行っている。

*平成27年1月に抽出替えを行い、平成30年以降は毎年1月調査の際、抽出替えを行っている。

*男女賃金格差は、男性の賃金を100として算出している。

*令和4年は速報値。それ以外の年は確報値。 資料：県統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査」

④パート雇用者の状況

資料：総務省「令和４年就業構造基本調査」

36.6%男女計 347,100 219,900 63.4% 71,100 20.5% 56,100 16.2% 127,200

51.8%

男　性 173,100 136,100 78.6% 9,000 5.2% 28,000 16.2% 37,000 21.4%

(人) (人) (人) (人) (人)

女　性 174,000 83,800 48.2% 62,000 35.6% 28,200 16.2% 90,200

　性別の雇用者総数（役員を除く）に占める非正規雇用者の割合は、女性が51.8％、男性
が21.4％となっています。また、女性の雇用者総数のうち35.6％はパート雇用者となって
います。

図表３－６　雇用者総数（役員を除く）に占めるパート雇用者の割合（佐賀県）

総数
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図表３－５　きまって支給する給与額の男女賃金格差〔常用労働者〕（佐賀県）

　令和4年における佐賀県の常用雇用者の賃金は、事業所規模30人以上では男性の賃金を
100とした時、女性(男女賃金格差)が61.1となっています。
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出典：内閣府ホームページ「男女共同参画白書　令和５年版」 特－16図　現在の就業形態を選んだ理由（パートタイム）

（https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r05/zentai/html/zuhyo/zuhyo00-16.html）

＜参考＞　男女共同参画白書（令和５年版）　現在の就業形態を選んだ理由（パートタイム）
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重点目標（８）政策・方針決定過程への女性の参画の推進

①女性議員の参画状況

注）各年12月31日現在 資料：総務省「地方公共団体の議員及び長の所属党派別人員調」

注）各年12月31日現在 資料：総務省「地方公共団体の議員及び長の所属党派別人員調」

図表３－８　女性議員割合の推移（佐賀県・全国）

10.1 365 41 11.2 15.1

４年 37 2 5.4 209 30 14.4 121 12 9.9 367 44 12.0 15.6

３年 37 2 5.4 209 27 12.9 119 12

9.99.4 121 12 371 34 9.2 14.3

２年 37 2 5.4 209 20 9.6 119 12 10.1 365 34 9.3 14.5

令和元年 37

10.7 375 34 9.1 13.120 9.2 121 13３０年 36 1 2.8 218

2 5.4 213 20

18 8.0 124 12 9.7

２８年 36 1 2.8 222 16 7.2 126 11

２９年 36 1 2.8 225

9.4 387 29 7.5 12.4

389

385 31 8.1 12.9

8.7 384 28 7.3 12.6

26 6.7 11.7

２７年 37 1 2.7 223 16 7.2 127 12

7.0 125 9

14 6.0 130 9 6.9平成２５年 36 1 2.8 233

２６年 36 1 2.8 228 7.2

　佐賀県における女性議員の割合については、以前から全国割合を下回っています。県
議会においては、令和元年度以降、女性議員が２人になっています。

図表３－７　地方議会における女性議員の状況（佐賀県・全国）

佐賀県 全国

県議会 市議会 町議会 合計
女性

議員の
割合総数

女性
議員数

女性
議員の
割合

総数
女性

議員数

女性
議員の
割合

総数
女性

議員数

女性
議員の
割合

総数

(％)

16

(％)

女性
議員の
割合

(人) (人)

399 24 6.0

(人) (人) (％) (人) (人) (％) (人) (人)(％)

女性
議員数

11.6

2.8 2.8 2.7 2.8 2.8 2.8

5.4 5.4 5.4 5.4
6.0 

7.0 7.2 7.2 
8.0 

9.2 9.4 9.6 

12.9 
14.4 

6.9 7.2

9.4
8.7

9.7
10.7

9.9 10.1 10.1 9.9

11.6 11.7
12.4 12.6 12.9 13.1

14.3 14.5
15.1

15.6

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

平成25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年

県議会議員（佐賀県） 市議会議員（佐賀県） 町村議会議員（佐賀県） 全国
％

36



②県の審議会等における女性の参画状況

注）国のデータについては、各年9月30日現在

注）県のデータについては、各年3月31日現在

資料：内閣府｢国の審議会等における女性委員の参画状況調べ」、佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ

　佐賀県の各種審議会等における女性委員の割合は近年ほぼ横ばいとなっており、令和4年3月31日現在
で42.2％となっています。

     図表３－９　各種審議会等における女性委員の割合の推移（佐賀県・国）
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③県・学校等における管理職への女性の登用状況

注）管理職員は課長級以上 令和５年４月1日時点

注）知事部局、教育委員会、警察本部の合計。教育委員会には小・中・高等学校等の校長・教頭は含まない。

 佐賀県の女性管理職（課長相当職以上）数は、令和5年4月1日現在で60名で、管理職総数の13.4％となっています。

 佐賀県職員の女性管理職の割合は、年々上昇しているものの、国の掲げる目標値30％には達していません。

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」

図表３－１０　県の管理職の状況（佐賀県）

(人) (人) (％)

部局長・次長
相当職

　　　　　　　(人)

うち女性
女性の
割合

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」

をもとに佐賀県が作成（https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/suishinjokyo/suishin-index.html）

課長
相当職

　　　　　　　(人)

女性管理職の内訳

全体 448 60 13.4 12 48

管理職総数

図表３－１１　管理職数の推移（佐賀県）
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注）高等学校は全日制と定時制の計 資料：文部科学省｢学校基本調査報告書」（各年度5月1日現在）

また、令和４年度の佐賀県の校長･教頭に占める女性の割合は、小学校教頭が37.3％と最
も高くなっています。

図表３－１２　校長･教頭に占める女性の割合の推移(佐賀県・全国）
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　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％) 　(人) (％)

4.4 37 7.6 10 9.6 - - - - 2

25年度

5.2平成24年度 32 20.3 38 22.5

（佐賀県） 31 20.4 34 21.1 6 7.0 8 8.5 - - - - 2 4.5 6 10.2

- 502 7.8（全国） 3,805 18.6 4,089 21.3 557 - 327 6.85.9 806 8.2 - -

26年度

（佐賀県） 32 21.2 31 19.1 6 7.0 12 12.8

474 7.5

- - - - 2 4.5 7

（佐賀県） 29 19.5 32 19.4

12.3

（全国） 3,842 19.1 4,089 21.5 545 5.8 806 8.3 - - - - 350 7.3

- - - - 2

27年度

4.5 5 9.1

（全国） 3,813 19.1 4,186 22.3 571 6.1 848 8.7 - - - - 367 7.7 501 8.0

5 6.0 10 10.8

29年度

（佐賀県） 26 17.8 36 22.6 3 3.6 9 10.1 0 0.0 3 30.0 1 2.3 6 11.8

（全国） 3,763 19.3 4,367 23.9 609 6.6 1,021 10.8 3 6.5 19 23.2 374 7.9 575 9.2

特別支援学校

校長 教頭

数 割合 数 割合

　(人) (％) 　(人) (％)

0 0.0 1 8.3

0 0.0 0 0.0

183 19.4 332 24.4

1 12.5 0 0.0

203 21.4 334 23.9

1 12.5 0 0.0

224 23.1 336 23.5

1 11.1 0 0.0

239 24.3 353 24.6

1 11.1 1 7.7

234 23.6 377 25.9

0 0.0 2 15.4

227 22.8 402 27.4

0 0.0 1 7.7

231 23.0 451 30.6

令和2年度

（佐賀県） 30 20.7 54 34.2 5 6.1 15 17.0 0 0.0 4 36.4 1 2.4 2 4.2 0 0.0 3 23.1

（全国） 4,113 21.8 5,080 28.4 682 7.5 1,386 14.8 23.9 485 32.410 8.1 68 31.8 393 8.4 716 11.4 240

令和3年度

（佐賀県） 32 22.1 52 32.9 8 9.8 17 19.3 1 16.7 3 27.3 2 4.9 1 2.1 0 0.0 2 15.4

（全国） 4,376 23.4 5,283 29.8 777 8.7 1,527 16.4 14 9.5 69 26.5 393 8.4 769 12.3 261 25.7 510 33.6

令和4年度

（佐賀県） 38 26.2 59 37.3 5 6.2 17 19.8 2 33.3 1 9.1 2 4.9 1 2.3  1 11.1 4 30.8

（全国） 4,658 25.1 5,415 30.8 878 9.9 1,629 17.6 21 12.1 77 24.7 437 9.4 812 13.1  291 28.4 524 34.1
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④市町における管理職への女性の登用状況

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ（令和５年４月１日現在）

資料：佐賀県男女参画・女性の活躍推進課調べ（各年4月1日現在）

　令和5年4月1日現在の佐賀県内の市町における女性管理職（課長級以上）は131名(16.0％)です。
前年から女性管理職の割合が1.1ポイント上昇しました。

13.8

計 819 131 16.0 726 108 14.9

町 174

市 645 104 16.1 566 86 15.2

うち女性 女性の割合 うち女性 女性の割合
(人) (人) (％) (人) (人) (％)

管理職総数
うち一般行政職

管理職総数

図表３－１３　県内市町職員の管理職の状況（佐賀県）

27 15.5 160 22

図表３－１４　県内市町における管理職に占める女性の割合の推移（佐賀県）

8.9
9.8 10.0

10.6 10.9
11.8

13.0 

15.2 15.1 14.9
16.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

平成25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年 令和2年 3年 4年 5年

％
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⑤農林業・水産業・商工業における政策・方針決定の場への女性参画状況

図表３－１５　農林業・水産業・商工業における政策・方針決定の場への女性参画状況（佐賀県）

資料：佐賀県産業政策課、生産者支援課、農業経営課調べ

⑥公共的団体への女性の参画

令和5年4月1日現在

※¹平成29年度より佐賀県PTA連合会及び佐賀県高等学校PTA連合会の合計数　※²実館長数

資料：佐賀県まなび課、社会福祉課、長寿社会課、学校教育課調べ

0

0

民生委員児童委員協議会（県） 15.0 1

役員総数 会長
うち女性 割合 うち女性

(人) (人) (％) (人) (人)

中小企業団体中央会役員 30 0 0.0

2 7.7 1 0

子ども会連合会（県） 18 1 5.6 1 0

公民館連合会（県） 26

0

2 0ＰＴＡ連合会（県）※¹ 49

社会福祉協議会（県） 31 7 22.6 1

老人クラブ連合会（県） 13 2 15.4 1

12 24.5

20 3

公民館館長　※² 125

　公共的団体における女性役員の割合は、ＰＴＡ連合会（県）の24.5％が最も高く、子ども
会連合会（県）や公民館館長は低い状況です。

図表３－１６　公共的団体における女性参画状況（佐賀県）

注）令和5年4月1日現在（農業協同組合役員及び漁業協同組合役員は(沿海地区)役員は令和5年3月31日
現在、農業委員は令和3年8月現在）

商工会議所役員（連合会含む）　 218 9 4.1

商工会役員（連合会含む） 442 44 10.0

農業協同組合役員 133 14 10.5

漁業協同組合役員 57 0 0.0

9 7.2 - -

(人) (人) (％)

農業委員 284 32 11.3

役員総数 うち女性の数 女性の割合

　各分野において、女性の委員や役員が少なく、農林業・水産業・商工業の政策・方針決定
の場における女性の参画状況は低くなっています。
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重点目標（９）仕事と家庭・地域生活が両立する環境づくり

①共働き世帯の状況

資料：総務省「国勢調査」(令和２年度）

　共働き世帯の割合は、佐賀県は全国に比べ高い数値を示しています。

図表３－１７　共働き世帯数の推移（佐賀県・全国）

53.0 52.5 51.3 54.1 57.3
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②保育所等入所定員と入所待機児童数

　令和5年4月1日現在の佐賀県内の保育所等入所定員は26,053人、待機児童数は24人です。

注）各年4月1日現在

注）令和5年は毎月分概数。

注）平成27年から保育所及び幼保連携型認定こども園の合計入所児童数

資料：厚生労働省「福祉行政報告例」

注）各年5月1日現在 資料：佐賀県こども未来課調べ

　令和5年5月1日現在の放課後児童クラブ利用者数は12,361人、待機児童数は186人です。

図３－１８　保育所等入所定員と待機児童数（佐賀県）

図３－１９　放課後児童クラブ利用者数と待機児童数（佐賀県）
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③家事関連時間の状況

（単位：分）

注）15歳以上､週全体の平均時間

　　また、家事関連時間とは、2次活動のうち「家事」、「介護・看護」、「育児」、「買い物」の時間

　　1次活動とは､睡眠･食事など生理的に必要な活動

　　2次活動とは､仕事･家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動

　　3次活動とは､余暇活動など

資料：総務省「令和3年社会生活基本調査」

（単位：分）

資料：総務省「令和3年社会生活基本調査」

39

52

1

6

0

男
性

女
性

19

33

28

68

96

95

平成23年

平成28年

令和3年

31

28

461

454

448

67

83

114

17

18

15

図表３－２１　６歳未満の子どもがいる夫婦の一日当たりの家事関連時間（佐賀県・全国）

平成23年

平成28年

令和3年

家事関連時間（佐賀県）

買い物育児　介護・看護家事
全国

363

415

352

172

173

142

3

1

0

158

208

182

30

33

女
　
性

佐
賀
県

総数 135 4 19 30 188 657 435 348

有業者 127 3 25 28 183 633 536

　佐賀県の女性の１日の家事関連時間をみると、有業者は183分、無業者は216分、総数では
188分となっています。
　また、男性の家事関連時間は、有業者は41分、無業者は71分、総数では49分となってお
り、女性と比べると著しく短い時間となっています。

図表３－２０　 １日の行動時間（佐賀県・全国）

家事関連時間
１次活動 ２次活動 ３次活動

家事 介護・看護 育児 買い物 計

271

無業者 169 5 9 33 216 690 297 453

全
国

総数 153 4 22 33 212 662 418

690 299

360

有業者 128 3 23 31 185 639 514 287

451

男
　
性

佐
賀
県

総数 24 2 6 17

無業者 185 6 21 36 248

49 659 404 378

有業者 17 3 7 14 41

7 19 54 649 398

643 484 313

無業者 46 1 2 22 71 704 177 560

582

全
国

無業者 43 4 2 23 72 695 163

394

有業者 19 1 9 17 46 631 490 320

総数 26 2
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④労働時間

※事業所規模30人以上

※平成24年1月、平成27年1月に抽出替えを行い、平成30年以降は毎年１月調査の際、抽出替えを行っている。

※令和4年は速報値。それ以外の年は確報値。

※総実労働時間の年換算値については、各月間平均値を12倍し、小数点以下第1位を四捨五入したものである。

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

図表３－２２　労働者1人当たり年間総実労働時間（佐賀県・全国）

佐賀県の事業所規模30人以上の事業所における常用労働者１人当たりの年間総実労働時間
は、令和4年で1,694時間となっており、全国平均の1,718時間と比べると24時間短くなってい
ます。

1,877 1,879 1,879 1,880 

1,906 

1,834 

1,735 

1,706 

1,694 

1,789 

1,784 1,782 1,781 1,769 

1,733 

1,685 

1,709 

1,718 

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

平成26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年

佐賀県

全国

時間時間

45



⑤育児休業の取得状況

注２）平成３０年度は調査なし

注１）調査対象は、常用雇用者規模10人以上の民間事業者から抽出した2,878事業所（有効回答数663事業所)
　　　　　　　　　　　　 　　　資料：佐賀県産業人材課「令和4年度佐賀県内企業における人材ニーズ調査報告書」

 令和4年度の女性労働者の育児休業取得率95.2％に対し、男性労働者の育児休業取得率は
17.5％と低くなっています。

注１）調査対象は、常用雇用者規模10人以上の民間事業者から抽出した2,878事業所（有効回答数663事業所）
                                    資料：佐賀県産業人材課「令和4年度佐賀県内企業における人材ニーズ調査報告書」

注２）平成３０年度は調査なし

　一方、配偶者が出産した男性労働者のうち、育児休業を取得したのは、331人中58人
（17.5％）と増加傾向にはありますが、まだ少ない状況です。

図表３－２４　　育児休業取得状況（佐賀県）

図表３－２３　　育児休業取得状況（佐賀県）
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331448
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432
配偶者が出産した
男性労働者の数

336 391 260 381434 253 252

15 5 19

割　合 0.6%

42

9.7% 18.3%1.0% 1.2% 1.2% 5.9% 2.0% 5.0%

2 4 3 5

29年度
　令和
元年度

2年度調査年度
平成

24年度
25年度 26年度 3年度 4年度

出産した
女性労働者の数

210 244 337 311 291 244 300 365 571 354

27年度 28年度

237 296 355207 234 325 547 337

割　合 98.6% 95.9% 96.4% 97.4% 98.3% 97.1% 98.7% 97.3% 95.8% 95.2%

303 286
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⑥保育内容の充実状況

資料：佐賀県こども未来課調べ

15

放課後児童クラ
ブ

利用者支援

ファミリー・サ
ポート・センター

乳幼児や小学生等の子育て中
の保護者を会員として、子ども
の預かりなどの援助を受けるこ
とを希望する方と、援助を行うこ
とを希望する方との相互の助け
合う活動に関する連絡、調整を
行う事業

市町 16 17

子育て家庭や妊産婦の困りごと
等に合わせて、幼稚園・保育所
などの施設や、地域の子育て
支援事業を選択して利用できる
ように、情報の提供や支援の紹
介などを行う事業

市町 15

保護者が労働等により昼間家
庭にいない小学校児童に対
し、放課後児童クラブを設置
し、放課後児童健全育成の向
上を図る事業

クラブ
278

(R3.5.1時点）
284

(R4.5.1時点）

乳幼児およびその他保護者が
相互の交流を行う場所を開設
し、子育てについての相談、情
報の提供、助言その他の援助
を行う事業

施設 60 61
地域子育て
支援拠点

 近年の社会情勢の変化による保育ニーズに対応するため､すべての家庭を対象としたさまざ
まな子育て支援の充実が進められています。

180

延長保育

突発的な事情や社会参加、ま
た保護者の心理・身体的負担
軽減のために、保育所等にお
いて一時的に保育を行う事業

施設 174

病児・病後児保
育

図表３－２５　地域子ども子育て支援事業等の実施状況の推移（佐賀県）

子ども・子育て
支援事業

一時預かり

内容 単位

実施箇所数 実施箇所数

令和3年度 令和4年度

仕事と子育てのニーズに対応
するため、保育所及び認定こど
も園等での通常の利用時間以
外の時間に保育を行う事業

施設 278 291

保育所へ通所中の児童等が病
気や病気の回復期において、
自宅での養育を余儀なくされる
期間、当該児童を病院等に付
設された施設等において一時
的に預かる事業

施設 23 23
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⑦介護・看護を理由とした離職の状況

注）前職が非農林業雇用者で過去１年間の離職者

資料：総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成

図表３－２６　介護・看護を理由とした離職者数の推移（全国）

　介護・看護を理由とした離職者数は、どの年も女性の離職者数が大きく男性を上回っています。
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